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１．都道府県の地⽅公共団体実⾏計画制度の拡充
(1) 都道府県は、実⾏計画において、その区域の自然的社会的条件に応じた再エネ利⽤促進等の施策に関する事項に加え

て、施策の実施に関する⽬標を定めることとする（第21条第３項）。
（施策のカテゴリ︓①再エネの利⽤促進、②事業者・住⺠の削減活動促進、③地域環境の整備、④循環型社会の形成）

(2) 都道府県は、実⾏計画において、地域の自然的社会的条件に応じた環境の保全に配慮し、省令で定めるところにより、
市町村が定める促進区域の設定に関する基準を定めることができる（第21条第６項及び第７項）。

改正の内容 地域の脱炭素化の促進について①（実⾏計画制度の拡充）

2．市町村の地⽅公共団体実⾏計画制度の拡充
(1) 指定都市・中核市・特例市は、実⾏計画において、その区域の自然的社会的条件に応じた再エネ利⽤促進等の施策に

関する事項に加えて、施策の実施に関する⽬標を定めることとする（第21条第3項）。
(2) 上記以外の市町村も、(1)の施策及びその実施に関する⽬標を定めるよう努めることとする（第21条第４項）。

（施策のカテゴリ︓①再エネの利⽤促進、②事業者・住⺠の削減活動促進、③地域環境の整備、④循環型社会の形成）

(3) すべての市町村は、上記の事項を定めている場合において、協議会も活⽤しつつ、地域脱炭素化促進事業（※１）の促進
に関する事項として、促進区域(※２)、地域の環境の保全のための取組、地域の経済及び社会の持続的発展に資する取
組等を定めるよう努めることとする（第21条第５項）。

※ １ 再エネを利⽤した地域の脱炭素化のための施設（地域脱炭素化促進施設）として省令で定めるものの整備及びその他の地域の脱炭素化のための取組を一体的に⾏う事業であって、地域の環境保全及び地域の経済社会の持続
的発展に資する取組を併せて⾏うもの(第２条第６項)。

※ ２ 環境保全に支障を及ぼすおそれがないものとして環境省令で定める区域の設定に関する基準に従い、かつ、都道府県が定めた場合にあっては都道府県の促進区域の設定に関する環境配慮基準に基づき定めることとなる。（第21条
第６、７項）

※ ３ 自然公園法に基づく国⽴・国定公園内における開発⾏為の許可等、温泉法に基づく⼟地の掘削等の許可、廃棄物処理法に基づく熱回収施設の認定や処分場跡地の形質変更届出、農地法に基づく農地の転⽤の許可、森林法に
基づく⺠有林等における開発⾏為の許可、河川法に基づく⽔利使⽤のために取⽔した流⽔等を利⽤する発電（従属発電）の登録。

3．地域脱炭素化促進事業の認定
(1) 地域脱炭素化促進事業を⾏おうとする者は、事業計画を作成し、地⽅公共団体実⾏計画に適合すること等について市

町村の認定を受けることができる（第22条の２）。
(2) (1)の認定を受けた認定事業者が認定事業計画に従って⾏う地域脱炭素化促進施設の整備に関しては、関係許可等

手続のワンストップ化（※３）や、環境影響評価法に基づく事業計画の⽴案段階における配慮書⼿続の省略といった特例
を受けることができる（第22条の５〜第22条の11）。
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地球温暖化対策推進法の改正事項（促進区域、環境配慮の基準）

⚫ 市町村は、（地方公共団体実行計画（区域施策編）を定めている場合において）地域脱炭素化促進事業の促進
に関する事項として、促進区域、地域の環境の保全のための取組、地域の経済及び社会の持続的発展に資する取組
等を定めるよう努めることとされている。（第21条第５項）

⚫ 市町村は、環境保全に係る国・都道府県による基準のあり方を踏まえて、促進区域を設定。（第21条第６項、第７
項）

地球温暖化対策推進法改正による変更点

設定例 概要 具体のイメージ（案）

環境省令 全国一律で一般的か
つ明確な内容を想定

• 保護地域等の法律上又は事実上⽴地不可能な区域の除外
• 絶滅危惧種の生育生息地等
• ⽴地を避けるべき地域
• 騒音等の防⽌
• 住居に近接する場合の配慮

環境配慮基
準

環境省令を踏まえつ
つ、それに地域の自然
的社会的条件を加え、
一定の具体的な面的
な地理情報を念頭に
置いた基準を提示

• 都道府県の定める保護地域等の条例上または事実上⽴地不
可能な区域の除外

• 当該エリアごとに、
✓ 居住地域からの距離
✓ 森林からの距離
✓ ⿃の営巣地からの距離
等の地域別事情等から⽴地できない区域の有無等

促進区域設定のイメージ

環境省令・環境配慮基準の設定例

自治体

再エネを促進
するとしてポジ
ティブに設定さ
れるエリア

国・都道府県
基準に基づく

エリア

白地なエリア
（調整エリア）

促進区域 除外・
配慮事項

⚫ 促進区域の設定には、例えば次の手順が想定される。

1. 環境省令や都道府県が設定した環境配慮基準に基づくエリアを除外。

2. 白地なエリア（調整エリア）のうち、再エネを促進するとしてポジティブに設定され
るエリアを促進区域として抽出。
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